予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：成人病予防費　　　
	事業名　新がんに関する情報提供事業費
～がん患者ががんと共に自分らしく豊かに生きる支援～


   　　健康福祉部保健医療課健康推進室がん対策係　電話番号：058-272-1111（内2559）E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費 　2,727千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産収 入
	寄附金
	繰入金
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,727
	1,363
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,364

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　２人に１人ががんに罹患する時代にあって、治療成績の向上に伴いがん患者や経験者は増加しており、療養支援のみならずＱＯＬの向上に向けた取り組みが求められている。
　　　社会的な問題としては、がん治療に伴う外見の変化（爪、皮膚障害及び脱毛等）への支援、がん患者の就労の問題、正しいがん情報の提供及び情報が少ない希少がん等への対応等がある。

このため、がん患者やその家族を含む県民が、がん患者について正しく理解するとともに、必要な時に自分に合った正しい情報を入手し、適切な情報の選択や対応策等を入手できるよう、がん患者のＱＯＬ向上のための情報提供を行う必要がある。

（２）事業内容
県内で広く購読されている新聞の紙面を活用し、有識者及びがん患者等の
座談会の記事を掲載することにより、ＱＯＬ向上に資する情報提供を行う。
　平成３１年度は、がん治療に伴う外見の変化（アピアランスケア）につい

て取り上げる。化学療法や放射線治療等により、人によっては脱毛、皮膚変

化、色素沈着等を来たす場合がある。
このため、治療により外見が変化することについて県民に啓発し、理解の
　　促進に努めるとともに、その具体的ケアやウィッグ等についての情報提供、
　　専門家の相談支援を受けられる場としての、がん診療連携拠点病院がん相談
　　支援センター等の啓発を行う。

（３）県負担・補助率の考え方
　　　国の第３期がん対策推進基本計画及び第３次岐阜県がん対策推進計画に
おいて、がん患者ががんと共に自分らしく豊かに生きるための支援を行う必
要性が明記されており、新聞紙面を活用し、県民の理解の促進及び、がん患
者が正しい情報を手に入れられるよう体制づくりに取り組むことは、県とし
て実施すべき事業であり妥当である。
（４）類似事業の有無　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	旅費
	20
	業務旅費

	需用費
	12
	消耗品費

	役務費
	12
	通信運搬費

	委託料
	2,683
	委託事業者：中日新聞社、岐阜新聞社

	合計
	2,727
	


	　決定額の考え方　



４　他県の状況（がん患者への療養支援：平成30年8月大阪府調査）
　　　がん患者の生殖機能温存治療費助成事業

：埼玉県、岐阜県、滋賀県、京都府、広島県

アピアランス支援事業(ウィッグ購入含む)：宮城県、山形県
　　　がん患者医療用補正具助成事業　　　　　：秋田県
　　　先進医療（重粒子線、陽子線等）治療資金利子補給制度
　　　：茨城県、群馬県、神奈川県、福井県、長野県、静岡県、大阪府

　　　　和歌山県、鳥取県、福岡県、佐賀県
長期入院を要する高校生への学習環境整備事業：埼玉県
　　　若年者の在宅ターミナルケア支援事業　　　　：兵庫県
　　　がん診療連携拠点病院等への専門家派遣事業　：香川県　　

事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	何をいつまでにどのような状態にしたいのか

がん患者やその家族を含む県民が、がん患者について正しく理解するとともに、必要な時に自分に合った正しい情報を入手できるよう、知識の提供を行う。当内容は、第３次岐阜県がん対策推進計画(平成30年度～35年度)に記載しているため、計画期間の前半である32年度までは対策の強化のため重点的に実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	　情報提供により県民やがん患者の知識やQOL向上を目的とする事業のため、数値評価は困難


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）　
	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　第２次がん対策推進計画（～29年度）までは、社会な問題(がん治療に伴う外見の変化（爪、皮膚障害及び脱毛等）への支援、がん患者の就労の問題、正しいがん情報の提供及び情報が少ない希少がん等への対応等)については、県民への情報提供が十分に実施できていなかった。

このため、がん患者やその家族を含む県民が、がん患者について正しく理解するとともに、必要な時に自分に合った正しい情報を入手し、適切な情報の選択や対応策等を入手できるるように、有識者や当事者の参加を得て、ニーズに沿った情報を提供することが必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－
	「第３次がん対策推進計画」において、がん患者ががんと共に自分らしく豊かに生きるための支援を行う必要性を明記しており、取り組むべき事業である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　 

　 －
	県内で広く購読されている新聞の紙面を活用し、有識者及びがん患者等の座談会の記事を掲載することにより、QOL向上に資する情報提供を行う。


（今後の課題）

	事業が直面する課題や改善が必要な事項
平成31年度は新聞紙面を活用し「がん患者の外見のケア（アピアランスケア）」から取組みを行う。他にも、がん患者の就労や、情報が少ない希少がんへの対応等、がん患者のQOL向上に資する内容にて、講演会、シンポジウム、新聞紙面での情報提供等、最適な方法での啓発を行う必要がある。


（次年度の方向性）
	継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　QOL向上にかかる課題に応じ、情報提供を継続する。


